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１．研 究 目 的
世界的に国際貿易が拡大し、貿易（交易）が
利益を生むことから、貿易の自由化が進められ
るようになった。World Trade Organization
（以下 WTO）も、貿易の自由化を図り組織され
た国際機関である。しかしながら、WTO 加盟
国間の関税率を引き下げるには、加盟国全体の
同意が必要であり、更なる自由化には困難がつ
きまとう。そこで、EU や AFTA、TPP 等のよ
うに地域で協定を結び、域内の自由化を進め 
るようになった。また、二国（地域）間協定
（FTA, EPA）で、二国（地域）内の自由化を進
めることもある。
貿易の拡大は、財（モノ）の移動だけでなく、
目に見えないサービスの取引にも見られる。そ
こで、本研究は、サービス貿易の自由化が観光
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Summary
Liberalization of trade induces goods and service flows in the world.　International travel also 
includes in service trade.　This study finds the relations between liberalizaition of trade and tourism 
industry as an example of Thailand’s experience.　Focusing on Investment Promotion Act and 
Foreign Business Act in Thailand, these implies that prevent foreign tourism related companies to 
go on business in Thailand.
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要　旨
世界的に、貿易の自由化、対外開放、規制緩和といった潮流のなかで、サービス貿易に関しても同様
の動きがある。サービス貿易に該当する国際旅行貿易は、増加の一途をたどっているが、本研究では、
この貿易自由化の流れの中で、観光産業業界にどのような影響があるのか考察することを目的とする。
本考察では、タイの経験を事例に、外国企業規制法が自由化を阻害している要因となっていることを指
摘する。
キーワード
貿易自由化、サービス貿易、観光産業、タイ
産業に及ぼす影響を明らかにすることを目的と
して、タイの経験を事例に、どのような影響が
あるのかを探求する。
２．貿易自由化とサービス貿易の理論的整理
　貿易自由化
国際貿易理論は、伊藤（１９８８）など一般市場
均衡から自由貿易の利益を導き出すものや、P. 
R. クルグマン（１９９０）など比較優位理論から貿
易による利益を提唱したものがあり、初歩的な
経済学理論書で必ず学ぶところである。これら
の諸理論を軸に、世界は貿易自由化の方向へ歩
んでいる。
貿易の種類には、自動車や家電製品などの財
（モノ）の貿易と、運送サービスや金融サービ
スなどのサービスの貿易に分けられる。例えば、
外国人歌手のコンサートを大阪で見る場合や、
海外旅行で外国の航空会社の飛行機に乗る場合
は、サービスの輸入に該当する。また、日本人
が外国でガイドをする場合や、外国人観光客が
日本国内で消費する場合は、サービスの輸出に
該当する。
サービス貿易も財貿易と同様に、貿易の利益
を生む。サービス貿易の大きな特徴は、財貿易
と異なり、資本、労働、技術、経営資産等の生
産要素の移動を伴うことにある。これらの移動
を伴うサービス貿易の増加は、異なる国の生産
要素の新しい結びつきを生み、生産性を向上さ
せる機会を生み出す。また、金融、通信、運送・
流通等のサービスは経済活動のインフラであり、
これらサービス産業における自由化は、当該分
野だけでなく、他のサービス分野や製造業にお
ける生産効率性にも影響を及ぼす等波及効果が
大きい。
こうしたサービス貿易自由化のメリットは、
先進国のみならず開発途上国にもあるにもかか
わらず、開発途上国にはメリットが乏しいとい
う見方もある。そのため、世界的な貿易自由化
の流れの中でも、開発途上国に対する保護がな
されている。OECD の調査によれば、マクロで
見て、先進国より開発途上国の方がサービスの
自由化における利益は大きいことが示されてい
る。
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表１　WTO によるサービス区分表
法律、会計、建築等の自由職業サービスや、コンピューター 
・サービス等実務サービス１
郵便サービス、音響映像サービス、通信サービス等通信サービス２
建設・工事サービス、土木サービス等建設サービス及び関連のエンジニアリングサービス３
問屋、卸売・小売サービス等流通サービス４
初等、中等、高等教育サービス、成人教育サービス等教育サービス５
汚水サービス、廃棄物処理サービス、衛生サービス等環境サービス６
保険・銀行サービス等金融サービス７
病院や健康サービス等健康に関連するサービス及び社会事業サービス８
ホテル、飲食サービス、旅行サービス、旅行案内サービス等観光サービス及び旅行に関連するサービス９
興行サービス、図書館サービス、娯楽サービス等娯楽、文化及びスポーツのサービス１０
会場運送サービス、航空運送サービス、道路運送サービス等運送サービス１１
いずれにも含まれないその他のサービス１２
出典：WTO ホームページより抽出。www.wto.org/english/tratop_e/serv.../mtn_gns_w_１２０_e.doc
　サービス貿易
WTO で用いられているサービス分類は、表
１のとおり１２分野である。
世界のサービス貿易額は、WTO の統計によ
ると、１９９０年に７,８３０億米ドルであったのが、２００４
年には２兆１,２５０億ドルに達し、貿易額に占める
サービスの構成比は、約２０％になっている。IMF 
が提供している国際収支統計では、サービス収
支（貿易外収支とも呼ばれる）は、船舶輸送、
その他輸送、旅行、その他事業サービス、その
他個人サービスに区分されている。観光産業に
係る国際貿易には、航空による国際移動に伴う
収支が「その他輸送」に、船舶による国際移動
に伴う収支が「船舶輸送」に、旅行者の外国で
の消費や外国人の国内での消費が「旅行」収支
に表わされる。このように、「旅行」収支には、
国際移動に伴う額が算出されていないことに注
意する必要がある。
サービス貿易は、また、一般的に、図１のよ
うに４形態に分類される。タイプⅠは、財と同
様に輸出国で生産され、国際間取引を経て輸入
国で消費されるものである。保険や金融サービ
スなどが挙げられる。タイプⅡは、消費国にお
けるサービスの生産のために、生産者が移動し
サービスを提供するものであり、外国資本によ
るホテルサービスの提供や、外国人労働者によ
る通訳ガイドや添乗員の提供等が挙げられる。
タイプⅢは、消費者が生産国に移動し、消費す
る形態で、観光旅行や海外留学などが挙げられ
る。タイプⅣは、生産者も消費者も第三国に移
動し、生産と消費を行うものであり、航空サー
ビスやクルーズなどが該当する場合がある。
国際観光に係る貿易は、タイプⅢにおおよそ
関連するが、タイプⅣにも該当する場合がある。
例えば、日本人がロサンゼルスに行くのに、大
韓航空を利用した場合がこれに該当する。この
他にも、アメリカのクルーズ会社のクルーズ船
で、日本人がオーストラリアをクルーズする場
合が挙げられる。
また、タイプⅡに係る国際観光貿易も考えら
れる。例えば、カンボジアのホテルに、日本人
ホテルマンが雇用されている場合や、日系ホテ
ルが香港でホテルサービスを提供する場合など
である。ただし、日系ホテルが香港でホテルサー
ビスを提供する場合、すべての資本をリースに
よって賄う場合には、サービス貿易に該当する
が、多くの場合は直接投資の形態を採るため、
サービス貿易に算出されない。
３．GATS と APEC
　GATS
WTO は、１９９５年に GATT を発展的に解消し
発足した。WTO は、各国が自由にモノやサー
ビス等の貿易を行えるようにするためのルール
を決める国際機関として機能しており、分野毎
に交渉や協議が実施されている。
GATS（General Agreement on Trade in 
Service：サービス貿易に関する一般協定）は、
WTO 協定の１つとして１９９５年１月に発効した。
１９８０年代以降に、アメリカ合衆国が金融や通信
等のサービス産業の規制緩和を進め、１９９０年代
に国際的に高い競争力を実現したことを背景に
作られている。
GATS の目的は、「世界経済の成長及び発展
のために、サービスの貿易の重要性が増大して
いることを認め、透明性及び斬新的な自由化の
条件の下で、サービス貿易を拡大すること」
（GATS 前文）としている。
GATS の基本構造は、市場アクセス（第１６
条）、内国民待遇（第１７条）最恵国待遇（第
２条）から成る。
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生産者
移動移動なし
Ⅱ要素収益貿易Ⅰ国境貿易移動なし
消費者
Ⅳ第３国貿易Ⅲ現地貿易移動
出典：佐々波楊子・浦田秀次郎（１９９０）『サービス
貿易　理論・現状・課題』東洋経済新報社　
p.１１　より引用。
図１　サービス貿易の分類
　　市場アクセスでは、政府が採るべきでな
い措置の類型として６種類の措置を挙げ、
これらの措置を採らない旨の約束を行う
か、全面的に又は部分的に留保を行うか
を「約束表」に明記することになってい
る。政府が採るべきでない措置６種類と
は、サービス提供者の数の制限、サー
ビスの取引総額又は取引資産の制限、
サービスの事業の総数又は指定された数
量単位によって表示されたサービスの総
産出量の制限、サービス提供に必要で
あり、かつサービス提供に直接関係する
自然人の総数の制限、サービスを提供
する事業体の形態の制限、外国資本の
参加の制限、である。
　　内国民待遇とは、他の加盟国のサービス
及びサービス供給者について、内国のサー
ビス及びサービス供給者と比して不利で
ない待遇を与えなければならないという
ものである。内国民待遇の付与も、具体
的な約束によって内容が決まる義務であ
る。
　　最恵国待遇とは、加盟国は全ての国に対
して同等の待遇（最恵国待遇）を与える
義務を負うというものである。ただし、
GATS 発効時のみ例外登録が可能であっ
た。
この他にも、透明性（第３条）や途上国配慮
（第４条、第１９条）、国内規制（第６条）などが 
GATS で定められているが、特に国内規制（第
６条）においては、議論が続いている。貿易制
限を目的とするのではなく、サービスの質の確
保や消費者保護などを目的とする「国内規制」
は、自由化交渉の枠外であり、各国の権利であ
ることが保障されている。これを乱用すること
は、貿易制限をもたらし、サービスの約束を無
効にし得ることから、GATS 第６条４では、国
内規制が合理的、客観的、公平に運用されるこ
とを確保するために、次の５つの要素につき規
律の作成を義務付けている。しかしながら、各
国の主張の差が大きく、調整が不可避になり、
「国内規制規律に係る作業ペーパー」が２００６年
７月に出されている。
①　資格要件：資格を取得するのに必要な条
件（例：学歴、資格試験）
②　資格手続：資格を取得する手続
③　免許要件：資格を取得するのに必要な要
件（例：現地法人設置に必要な最低資本金）
④　免許手続：免許を取得する手続
⑤　技術上の基準：資格又は免許取得後にサー
ビス提供をする際に遵守すべき基準（例：
倫理基準）
　APEC
前項では、世界的な機関である WTO による
サービス貿易自由化に向けたルールについて整
理してきたが、WTO 加盟国全体で関税などの
貿易制限の撤廃を企てることは難しい。そこで、
EU や ASEAN など複数国がまとまり地域で貿
易自由化を実施したり、FTA や EPA などの二
国間・二地域間協定により、二国（地域）間の
貿易自由化を図るようになってきた。
APEC（Asia-Pacific Economic Coopera- 
tion：アジア太平洋経済協力）もその一つであ
り、アジア太平洋地域の２１の国と地域が参加す
る経済協力の枠組みで、１９８９年に発足した。こ
のなかで、アジア太平洋地域の持続的な成長と
繁栄に向けて、貿易や投資の自由化、ビジネス
の円滑化、経済・技術協力、安全保障等の活動
が行われている。
サービス貿易は、雇用を生み、財貿易や投資
を増やすことから、APEC では、The Group 
on Service（以下、GOS）を１９９７年に設立し、
サービス貿易や投資の自由化に関連する規則や
細則を打ち出している。GOS は、APEC の情
報通信、輸送、観光、資源の４つのワーキング
グループと連携しているため、これら４つの分
野では特に国際間のルール作りに寄与するだろ
うと予測されている。Ishida（２０１１）は、これ
ら４つの分野で APEC 加盟国は GATS より優
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遇を約束され自由化されていることを示してい
る。
４．タイの経験
　タイにおけるサービス貿易自由化
タイでは、表２のとおり、１９６４年に第一次６
カ年計画を打ち出し経済開発を始動した。世界
の潮流に合わせて、１９９９年には経済の自由化、
規制緩和に踏み出し、同時期に外国企業規制法
を改正し、規制を緩和した。
　観光産業に係る貿易障壁
タイでは、外貨の流出を防ぐ目的で、国民旅
行者が外国旅行に行く際に、外貨持ち出し制
限、旅行税の設置、を行った。外貨持ち出
し制限については、１９４２年に旅行１回につき上
限２５０米ドルで開始され、１９９１年に撤廃され無
制限になった。旅行税は、１９８４年に設置され、
同様に１９９１年に撤廃されている。
外国人の国内旅行に関しては、不足がちな外
貨を獲得できるために、ビザなどの貿易障壁を
早くから簡素化し、国内での消費税をキャッシュ
バックする等の措置を採るほどである。
　外国企業規制法
タイにおいて、貿易の自由化（正確には投資
の自由化）の隔たりとなっているのが、外国企
業規制法（Foreign Business Act）である。１９７２
年に公布された外国企業規制法は、外国企業が
得る利益の国内への配分を保護すること、なら
びに、自国企業の保護・育成を目的に、外国資
本が５０％以上もしくは外国人株主が半分以上を
占める企業の活動を規制したものである。表３
にみるように、規制業種が３つのカテゴリに分
類され、一切の営業を禁止する１２業種（カテゴ
リ１）、タイ政府投資委員会（Board of Invest- 
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表２　タイ経済年表
法的整備
国家経済社会開発計画経済政策の潮流
投資奨励法外国企業規制法
産業奨励法１９５４
第一次６カ年計画経済開発始動１９６１
産業投資奨励法１９６２
第二次５カ年計画１９６６
第三次５カ年計画経済ナショナリズム１９７１
投資奨励法
（革命団布告２２７号）
外国企業規制法
（革命団布告２８１号）
工業化外資導入１９７２
外国人就業法
（革命団布告３２２号）
第四次５カ年計画１９７６
投資奨励法１９７７
外国人就業法改正１９７８
第五次５カ年計画１９８１
第六次５カ年計画地域格差是正１９８６
投資奨励法改正第七次５カ年計画１９９１
第八次５カ年計画１９９６
外国企業規制法（公布）経済自由化１９９９
外国企業規制法（施行）・規制緩和２０００
投資奨励法改正第九次５カ年計画２００１
出典：筆者作成
ment、以下 BOI）が承認した投資奨励企業以
外の営業を禁止する３７業種（カテゴリ２）、商
務省商業登録局の許可を必要とする１４業種（カ
テゴリ３）の計６３業種の対内参入が規制されて
いる。この規制業種の中で、観光に関連する業
種を挙げてみると、カテゴリ２に「旅行業」「ホ
テル業（ホテルマネジメント業を除く）」「国内
運輸（陸上・海上・航空）」の３業種があり、
カテゴリ３に、「観光促進のための食料あるい
は飲料の販売」「カテゴリ１・２に含まれてい
ないサービス業務」がある。この結果、観光産
業を構成する３大業種のほぼ総てにおいて、外
国企業が５０％以上の資本を持って参入すること
ができず、参入したい場合には５０％未満の資本
で参入するか、投資奨励の承認を得なければな
らない。
この法的制約は、次の２点を指摘することが
できる。１つは、資本力を要するホテルの所有
に規制をかけ、比較的初期資本を必要としない
ホテルマネジメントは自由に開放しているとい
う点である。ホテルマネジメント業とはマネジ
メント契約（Management Contract）を通じ
てホテルの所有者から経営を受託して運営する
ものであり、ホテル企業が多国籍化する上で、
採用する割合が高い形態である。しかし、当時
の資本力の弱いタイは他の開発途上国と同様に、
外国企業がホテルのオーナーとなり経営もする
という所有・直営方式が一般的であり比較的多
かった。したがって、総合的に見るとホテル業
の進出には障壁が高いことが推察できる。２点
目は、先進国の外資企業がタイに４９％までの資
本で進出するのであれば、この法的な制約を受
けないが、当時のタイでは、初期資本を要する
ホテル業や運輸業が残りの現地資本を調達する
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表３　外国企業規制法の流れ
１９９９年外国企業規制法
（２０００年施行）
１９７２年外国企業規制法
（革命団布告第２８１号）
カテゴリ１（９業種）：外国企業の営業禁
止業種。
　農林業、土地取引、新聞発行、骨董品取
引など。
カテゴリ１（１２業種）：外国企業の営業禁
止業種。
　米作、土地取引、会計業務、法律業務、
広告業、家屋建造など。
参入制限業種
カテゴリ２（１３業種）：内閣の承認のもと、商
業大臣によって許可されたものを除き、外
国企業の営業禁止業種。国家の安全、文化
的影響、伝統、民芸品（工芸品）、自然環
境に関係する産業。
　国内運輸、骨董品・民芸品販売、岩塩製
造など。
カテゴリ２（３７業種）：BOI の投資奨励企
業を除き、外国企業の営業禁止業種。
　農作、林業、漁業、国内運輸、砂糖製造、
製薬、冷凍業、木材加工、衣服製造、小売・
卸売業、骨董品販売、クリーニングなど。
カテゴリ３（２１業種）：商務省商業登録局
の許可を必要とする業種。外国企業に対し
て、タイ企業が十分な競争力を有していな
い産業。
　漁業（養殖）、建設業、小売・卸売業、
広告業など。
カテゴリ３（１４業種）：商務省商業登録局
の許可を必要とする業種。
　輸出業、刺繍・織物製造、製紙、岩塩製
造、採鉱など。
４３業種６３業種参入制限業種数
カテゴリ３
カテゴリ３（ホテルマネジメント業を除く）
カテゴリ２（国内運輸）
カテゴリ２
カテゴリ２（ホテルマネジメント業を除く）
カテゴリ２（国内運輸）
観光関連産業
　旅行業
　ホテル業
　運輸業
出典）１９７２年法は、財団法人世界経済情報サービス（ワイス）「タイ経済貿易の動向と見通し」
　　　１９９５年版より抽出。１９９９年法は、http://www.mfa.nl/contents/pages/１０６５１/foreignbusinessact.pdf よ
り抽出。
ことは難しいことである。
これらの法的制約から、観光産業の振興を図
るといえども観光関連企業の参入障壁が意外に
も高かったことがわかる。タイ政府の狙いは、
次の点にあったと推察できる。工業部門におけ
る外資導入は、技術の導入を含め経済開発の起
爆剤となるよう規制を加えることなく外資奨励
を図ったが、そのために発生する借金や国際収
支赤字をなるべく軽減させるために、観光によ
る外貨獲得を図りたかったと思われる。そこで、
観光部門の外資奨励を図るとすれば、新たな借
金や国際収支赤字をつくることになってしまう。
したがって、最小限の外資導入により、最大限
の外貨獲得を観光部門に求めていたといえる。
また、外国企業規制法と同じく１９７２年に制定
された外国人就業法（革命団布告３２２号、An- 
nouncement of the National Executive Council 
No.３２２）は、タイ国民の就業を保護するため、
外国人がタイ国内で就業することのできない３９
の職業を設け規制している１）。その中には、ツ
アーガイドが含まれている。１９７８年にいくつか
の職業が改正されたが、ツアーガイドに関して
はそのまま規制されていた。しかしながら、AFTA
（ASEAN 自由貿易地域）の合意や GATS
（General Agreement on Trade in Services）に
より、２０００年より AFTA 加盟国の外国人、２００１
年よりすべての外国人にツアーガイドの参入の
機会が与えられている。
外国企業規制法は２７年間維持されてきたが、
上述した世界的な経済自由化への流れや地域統
合により、１９９９年に改正され公布（２０００年施行）
されている２）。この改正による大きな変更点は、
次の通りである。
①　カテゴリ２は、内閣の承認のもと、商業大
臣によって許可された外国企業の参入が可能
となった。
②　カテゴリ２には国家の安全、文化的な影響、
伝統、民芸品（工芸品）、自然環境に関係す
る産業、カテゴリ３には外国企業に対して自
国企業が十分な競争力を有していない産業に、
業種が再編成されている。
③　規制業種は６３業種から４３業種に削減され、
さらに、残存する業種もカテゴリ区分を規制
の緩い方向へシフトし門戸を開放している。
④　旧法では施行されてから各区分の業種の見
直しを一度も行っていないが、新法では毎年
業種の見直しを図ることとなっている。
⑤　新たに最低投資額を規定し、当該業種が制
限業種であれば最低３００万バーツを、制限業
種に該当しない業種でも最低２００万バーツを
投資しなければならない。
これらの変更の多くは、規制緩和に向けた動
きに対応したものであるが、⑤の最低投資額の
規定や、旧法にはなかった業種の追加などの反
対の動きを示すものもある。
観光関連産業は、この改正法の中でカテゴリ
２からカテゴリ３へ変更され門戸が広げられた
ものと、変更されなかったものに分けられる。
「旅行業」「ホテル業（ホテルマネジメント業を
除く）」はカテゴリ２からカテゴリ３へ、「国内
運輸（陸上・海上・航空）」はカテゴリ２のま
ま変更なし、「食料あるいは飲料の販売」「その
他のサービス業務」はカテゴリ３のまま変更な
しである。だが、多国籍企業の拡大がめざまし
い業種は「ホテル業」や「旅行業」であること
から、この改正によって観光関連産業は自由化
へ踏み出されたといえる。
この外国企業規制法は、外国人に代わってタ
イ人が株式を所有する犯罪を生んだ。犯罪者に
は、１０万～１００万バーツの罰金と３年以内の懲
役が課せられたが、過半数の外国人取締役に対
して禁ずることはなかった。この抜け穴は、タ
イで外国人がコントロールし運営する企業を増
加させることにつながった。
この欠陥を克服するために、２００６年から商業
省で新たな外国企業規制法の改正案が作成され
ている。この改正案の特徴は、次の３点にある。
１つは、この外国人の定義付けを拡張している
ことである。外国人が半数もしくは過半数の投
票権を有する企業は外国企業と区分されること
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によって、現行の法律の下で参入機会を制限す
ることができる。２つに、限定的な既得権が含
まれている。新たな定義づけの下での外資企業
と、１年間営業してきた外資企業は、１年以内
に商業省に免許を申請しなければならない。か
つて獲得した証明は、再度３年以内に、現行の
株式保有高と投票権から新たな定義付けに基づ
き、調整されなければならない。３つに、１００％
外国出資の小売・卸売業は、１億バーツの資本
金が全額支払われるかもしくは１店舗につき２,０００
万バーツが支払われることを条件に認められて
いたが、これを改正案では廃止する。
この改正案に反対の動きもある。WTO のメ
ンバーとして WTO のルールに則するべきとの
意見である。マレーシアやベトナム、中国、イ
ンド等の諸外国が外国投資家に市場開放してい
るのに対し、タイは保護戦略的な改正案になっ
ているとの指摘である。
　投資奨励法
タイでは、前項で確認したように、国内への
外資企業の参入を規制しているが、限定的に外
国企業に対して奨励を与えている。この投資奨
励は、国内の産業を育成するために設けられて
おり、育成された産業については、投資奨励業
種から外れていくのである。開発途上の国々で
は、採用されている政策であるが、投資自由化
の流れの中では、産業や企業を取捨選択してい
るところが、問われている。
投資奨励法による奨励業種は、２００２年１０月現
在、７類１１３業種２４６細目であり、タイ政府は開
発途上のこれらの産業部門への投資企業に対し
特典を与えている。外国企業規制法による規制
業種の一部も含め条件に適合すれば外国企業の
対内投資を認めている。奨励業種の中で観光産
業に関わる業種は、観光助長サービス（マリー
ナ、観光ボートやヨットのレンタル、アミュー
ズメントパーク、文化施設、水族館、レース場、
動物園、ケーブルカー）や観光補助サービス
（コンベンションホール、国際展示場、ホテル）
がある。この中で奨励件数の多いホテル業種の
投資奨励条件には、客室数や客室・ロビーの広
さなどが定められている。１９７２年の投資奨励法
の施行後、この奨励業種にほぼ変化はない。投
資奨励を申請する企業は、BOI（Board of 
Investment：投資委員会）事務局に対し奨励法
の条件に従い投資プロジェクトを説明した申請
書を提出し、認可を受けなければならない。奨
励を認可された企業は、租税上の優遇措置を受
けられる。たとえば、BOI の定める期間（３～
８年）の法人所得税の免除、事業税や輸入関税
の免除や減免などである。
BOI が告示した「２０００年投資奨励政策および
原則（ 
 
  :Based on Board of Investment 
Announcement No.２/２５４３ Types, Sizes and 
Conditions of Activities Eligible for Pro- 
motion）」において、新たに①特別重要業種を
設け、それらの奨励企業には特典を厚くし、②
全国を３ゾーンに分けて税制上のインセンティ
ブに差をつけ、地方への投資企業を優遇する地
方産業振興政策を採っている。第１ゾーンはバ
ンコク首都圏６県、第２ゾーンは首都圏周辺１１
県およびプーケット、第３ゾーンはその他の５８
県とし、ホテル業種については、第１ゾーンと
第２ゾーンでの投資プロジェクトに租税免除の
特典を付与し、第３ゾーンでは租税免除と機材
の輸入関税免除の特典を付与するといった差を
つけている。さらに、第３ゾーンの一部につい
て、「２０００年投資奨励政策および原則」にある
特典を全て約束し、地方の中でも拠点的に観光
振興を図っている。
５．結語
本研究は、サービス貿易の自由化が観光産業
に及ぼす影響を明らかにすることを目的として、
WTO や APEC のサービス貿易に対する取り組
みを整理した。また、タイの経験を事例に、外
国企業規制法や投資奨励法が、観光投資の自由
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化を阻害する要因となっていることを示した。
また、タイ国民の外国旅行については、外貨の
持ち出し制限や旅行税が課せられていたが、１９９１
年にいずれも撤廃され、さらに外国人のタイ国
内旅行に関しての規制はほぼ観察されていない
ように、観光者の出入国に関しては自由化が進
展していることを示した。
注
１）外国人就業法（１９７８年改正）による禁止職種３９
業種は、次のとおりである。
　　以下のによる業以外の肉体労働。農業、
畜産業、林業、漁業、ただし、熟練業務、専門業
務、農場管理、および海上漁業の船上単純労働を
除く。煉瓦工、木工、その他の建築作業。木
製の彫刻。車両の運転、ただし、機械、国際便
航空機の操縦を除く。店頭での販売。競売。
会計管理、会計監査、会計サービス、ただし一
時的な内部監査を除く。宝石研磨、加工。理
髪、美容。手織り織布。竹、わら、麻類、藤
類、イグサ細工によるござ、日用品製作。手漉
き紙製作。漆器製作。タイ楽器製作。ニエ
ロ細工（注：タイの伝統工芸）。金、銀、ナー
ク細工。石を使用する金属研磨。タイ人形製
作。寝台、寝具製作。鉢の製作。タイシル
ク手工芸。仏像製作。包丁、ナイフ製作。
紙、布製かさ製作。靴の製作。帽子の製作。
仲買、代理業、ただし国際取引の場合をのぞく。
土木関係業務（設計、計算、システム構築、研
究、プロジェクト策定、検査、工事監督、助言）、
ただし、特別熟練業務を除く。建築業務（デザ
イン、設計、見積もり、設計管理、助言）。服
飾品製作。陶磁器製作。手巻きたばこ製作。
観光ガイド、観光旅行主催。行商。手作業
によるタイ文字の活字組。手作業による絹糸紡
績。事務員、秘書業務。法律、訴訟にかかる
サービス、ただし仲裁人の業務を除く。
２）外国企業規制法（１９９９年改正）の条文について
は下記ホームページを参照。
　　 http://www.jetro.go.jp/world/asia/th/ 
invest_０２/〔平成２４年１１月１５日閲覧〕
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